
中小事業者の皆さまに知って頂きたいこと！
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⾼度情報通信ネットワーク社会推進戦略本部（ＩＴ総合戦略本部）
本 部 長 ： 内閣総理大臣
副本部長 ： IT政策担当大臣、内閣官房長官、総務大臣、経済産業大臣
本 部 員 ： 本部長・副本部長を除く全国務大臣、内閣情報通信政策監及び有識者（10名以内）

新戦略推進専門調査会（親会）
会⻑： 内閣情報通信政策監（政府ＣＩＯ）
委員： ⾼度情報通信ネットワーク社会の形成に

関し優れた⾒識を有する者のうちから、
内閣総理⼤⾂が任命する者

⾼度情報通信ネットワーク社会の形成に関する政
府の戦略等の推進管理等を行う

ＩＴ総合戦略本部の体制 （平成27年１月23日時点）
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マイナンバー等分科会 中間とりまとめの概要

30

「世界最先端のIT利活用社会」のインフラとして、マイナンバー制度の普及と利活用を図るため、

国・地方・民間が連携して取り組むべき事項を取りまとめ。

【目指すべき社会】

 誰もがより安全・安心にインターネットを利用できる基盤を持つ社会
 誰もが必要な時に自身の情報にアクセスし、利活用でき、サービスへの満足度が向上

する社会
 国・地方・民間の様々な手続き・サービスが、シームレスかつ効率的に連携し、広く電子

的に完結できる社会

個人番号カード

誰もが取得できる
実社会・オンラインの

本人確認手段

• 暮らしに係る公的サービスに係るカード類（健康保険証、印鑑登録カード等）や、広く保
有される資格の証明書類（国家資格等の資格の証明書、国家公務員身分証明書等）等
の、個人番号カードへの一元化／一体化

• コンビニ交付等、個人番号カードを利用した利便性の高いサービスの拡大
• 官民の様々な本人確認を要する手続きでの利用に向けた調整・周知
• オンライン本人確認手段である公的個人認証サービスの行政・民間利用の拡大
• 取得に係る本人負担の軽減 等

マイナポータル

暮らしに係る利便性の高い
官民オンラインサービスの提供

• 利用者に係る特定個人情報や医療・介護・健康等に係る自己情報の閲覧
• 利用者の利益になる情報を提供するプッシュ型サービス
• 引越しや死亡等のライフイベントに係るワンストップサービス
• サービスに必要な情報をデータで入手・利用できる仕組み
• シームレスなサービス利用に向けた本人確認に係る官民連携基盤
• スマートフォンやCATV等、利用チャンネルや認証手段の拡大
• 高齢者等が安心して利用できるサポート体制や代理利用の環境整備

個人番号/法人番号

名寄せ・突合による
情報の正確で迅速な確認

• 行政における個人番号を利用した業務・システム見直し
• 行政が保有する法人に係る公開情報への法人番号の付与の徹底
• 法人番号を利用した法人ポータルの構築

これらに近接し、更なるメリットが期待できる以下の分野へのマイナンバー利用範囲の拡大等を検討
①戸籍事務、②旅券事務、③預貯金付番、④医療・介護・健康情報の管理・連携、⑤自動車登録事務

個人番号を証明する書類として

本人確認の際の公的な身分証明書として

付加サービスを搭載した多目的カード

各種行政手続のオンライン申請

各種民間のオンライン取引／口座開設

コンビニなどで各種証明書を取得

券面

券面

券面 電 子
証明書アプリ 電 子

証明書アプリ

電 子
証明書

電 子
証明書

番号法施行後は、就職、転職、出産育児、病
気、年金受給、災害等、多くの場面で
個人番号の提示が必要となる。

マイナポータル

■市町村等～印鑑登録証、図書館カード等として利用可能
■国～健康保険証、国家公務員身分証の機能搭載を検討中

マイナポータルへのログインを
はじめ、各種の行政手続の
オンライン申請に利用できる。

○電子申請（e-Tax等）の利用
○行政からプッシュ型の情報（お知らせ）を取得

○行政の効率化
○手続き漏れによる損失の回避

○所得把握の精度向上
○公平・公正な社会を実現

○個人番号を証明する書類として
個人番号カードを提示

コンビニの
マルチコピー機

現在、約90市町村（国民の約１割強）が利用で
きる。アンケート調査によると、今後、約700弱の
市町村が導入予定(国民の約７割）。

○住民の利便性向上
○市町村窓口の効率化

○コンビニ等において住民票、
印鑑登録証明書などの公的な
証明を取得できる。

コンビニ

将来的には様々なカードが
個人番号カードに一元化

オンラインバンキング等を
安全かつ迅速に利用オンラインバンキングをはじめ、各

種の民間のオンライン取引に利用
できるようになる。

○インターネットにおける不正アクセスが多発
→公的個人認証サービスの民間開放

○インターネットへの安全なアクセス手段の提供

◇個人番号の提示と本人確認が同時に必要な
場面では、これ１枚で十分。唯一のカード。

◇金融機関における口座開設、パスポートの新
規発給、フィットネスクラブの入会など、様々な
場面で活用が可能。

なりすまし被害の防止住民

提 示

本人確認 様々な場面

ま
た
は

ま
た
は

ま
た
は

電 子
証明書

ま
た
は

提示 窓口住民

個人番号カードのメリット
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署名用電子証明書（既存） 利用者証明用電子証明書（新規）

（性質）

インターネットで電子文書を送信する際などに、署名用電子証明書を用い
て、文書が改ざんされていないかどうか等を確認することができる仕組み

（利用局面）
e-Taxの確定申告等、文書を伴う電子申請等に利用される。

（利用されるデータの概要）

※基本４情報を記録

（性質）

インターネットを閲覧する際などに、利用者証明用電子証明書（基本４情
報の記載なし）を用いて、利用者本人であることのみを証明する仕組み

（利用局面）

マイナポータルのログイン等、本人であることの認証手段として利用され
る。

（利用されるデータの概要）

※基本４情報の記録なし

署名用
秘密鍵

利用者証明用
秘密鍵

公開鍵暗号方式

公的個人認証サービスが採用する暗号方式。秘密鍵と
公開鍵はペアとなっており、片方の鍵で暗号化されたも
のは、もう一方の鍵でしか復号できない性質をもつ。

※ 秘密鍵を無理に読みだそうとすると、
ICチップが壊れる仕組み

※ 秘密鍵を無理に読みだそうとする
と、ICチップが壊れる仕組み

電子証明書のイメージ電子証明書のイメージ

※ カードの中の格納された領域から外
に出ることがない

※ カードの中の格納された領域か
ら外に出ることがない

個人番号カードに格納される公的個人認証サービスについて

32

マイナポータル

情報提供等記録
開示システム

公的個人認証

自己情報
表示

情報提供等
記録開示

プッシュ型
サービス

ＩＤ・ﾊﾟｽﾜｰﾄﾞ

電子私書箱
機能

電子決済
機能

e-Tax
ねんきん
ネット

年金事務所

受け取った情報を活用

年金の減免手続等

税務署

税の申告

F市役所

年金
支給額等

社会保険
料控除等
の納付額

受け取った情報を活用

金融機関

保険会社

生命保険料
控除証明書

住宅ローン
残高証明

税・社会保険料を
電子的に納付

世帯 ○○

続柄 ××

所得 △△

行政機関な
どがどういっ
た個人情報
を有してい
るのかを確
認できる

行政機関などが行う情報のやり取
りをチェックできる

A市役所 B市役所

情報のやり取り

行政機関などから、各個人に
合った“お知らせ”を受け取れる

E市役所

お子さんが
予防接種の
適齢期で
す！

ワンストッ
プサービス

ネットバンキング、クレジット
カードなどを用いた決済を行
うことができる

官民様々な手続きをワンストップで行
うことができる

電力会社
電話会社

金融
保険など

引越
情報

官民の各種ドキュメントを電子的に受
け取ることができる

手続き

手続き
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源泉徴収票・給与支払報告書の提出一元化

○ 企業は従業員の給与に係る源泉徴収票と給与支払報告書を税務署と従業員住所
地の市町村にそれぞれ仕分けた上で郵送している。

○ 源泉徴収票と給与支払報告書はほぼ同内容であることから、一つの様式をオンライ
ンで送信すれば、番号を活用して必要な提出先に自動的に振り分けて提出されるように
する（提出一元化）ことで、企業の事務負担を軽減する。

市町村A

現状 今後
【上記のイメージ】

企業

市町村B 市町村C 税務署

給与支払
報告書

給与支払
報告書

市町村A 市町村B 市町村C 税務署

従業員の住所地
ごとに仕分けた
上で郵送する必
要

企業

給与支払
報告書

給与支払
報告書源泉

徴収票

ほぼ同内容の源
泉徴収票と給与
支払報告書をそ
れぞれ国と地方
に提出する必要

源泉
徴収票

給与支払
報告書

給与支払
報告書

※ 給与支払報告書については、現状でも、エルタックス（地方税ポータル）に
送信すれば市町村ごとに自動で振り分けて送信される。

給与支払
報告書

源泉徴収票

オンラインの
提出一元化
（番号を活用
し、必要な組
織に自動的に
振り分け）
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マイナンバーの利用範囲の拡大等について

35

『世界最先端IT国家創造宣言』（平成26年６月24日閣議決定）等を踏まえ、さらなる効率化・利便性の向上が見込まれる分野に
ついてマイナンバーの利用範囲の拡大や制度基盤の活用を図るとともに、マイナンバー制度の主たる担い手である地方公共団
体の要望等を踏まえ、所要の整備を行う。

① 健康保険組合等が行う被保険者の特定健康診査情報の管理等に、マイナンバーの利用を可能とする。

② 予防接種履歴について、地方公共団体間での情報提供ネットワークシステムを利用した情報連携を可能とする。

① すでにマイナンバー利用事務とされている公営住宅（低所得者向け）の管理に加えて、特定優良賃貸住宅（中所得者向け）の管理において、マイ
ナンバーの利用を可能とする。

② 地方公共団体が条例により独自にマイナンバーを利用する場合においても、情報提供ネットワークシステムを利用した情報連携を可能とする。

③ 地方公共団体の要望等を踏まえ、雇用、障害者福祉等の分野において利用事務、情報連携の追加を行う。

① 預金保険機構等によるペイオフのための預貯金額の合算において、マイナンバーの利用を可能とする。

② 金融機関に対する社会保障制度における資力調査や税務調査でマイナンバーが付された預金情報を効率的に利用できるようにする。

１．預貯金口座へのマイナンバーの付番

２．医療等分野における利用範囲の拡充等

３．地方公共団体の要望を踏まえた利用範囲の拡充等

【参考】
『世界最先端ＩＴ国家創造宣言』（平成25年６月14日閣議決定） 抄
Ⅲ．目指すべき社会・姿を実現するための取組
３．公共サービスがワンストップで誰でもどこでもいつでも受けられる社会の実現
（１）利便性の高い電子行政サービスの提供

マイナンバーによる情報連携等により、更なる効率化・利便性の向上が見込まれる分野については、制度の趣旨や個人情報の保護等に配慮しつつ、マイナンバーの利
用範囲の拡大や制度基盤の活用について検討を進める。
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マイナンバー制度導入後のロードマップ（案）

2016年
(H28年)

2015年
(H27年)

マイナンバー

マイナ
ポータル

【2016年１月から順次】
マイナンバーの利用開始
・社会保障分野（年金に関する相談・照会）
・税分野（申告書、法定調書等への記載）
・災害対策分野（被災者台帳の作成）

2017年
(H29年)

個人番号
カード

(10月)

▼【★2018年から】預貯金口座への付番

2018年
(H30年)

2019年
(H31年)

2020年
(H32年)

【★2019年通常国会（目途）に向けて検討】
戸籍事務、旅券事務、在外邦人の情報管理業務、証券分野等において公共性の高い業務
への拡大について検討し法制上の措置

【★法施行後３年を目途に検討】
社会保障・税・災害対策以外の分野への
利用範囲拡大や、民間利用

番
号
の
通
知

【2016年１月から】
個人番号カードの交付

【 2016年から順次】
公的個人認証・ICチップの民間開放、地方公共団体による独自利用

▼【2017年１月から】国の機関間での情報連携

▼【2017年７月から】地方公共団体等も含めた情報連携

【 2017年７月目途】
医療保険のオンライン資格確認システム整備

【 2017年７月から】
健康保険証としての利用

（▼【★2018年から段階的運用開始】医療等分野における番号）

▼【2016年１月から】国家公務員身分証一元化。地方公共団体・独法・国立大学法人・民間企業の社員証としての利用の検討も促す

▼【2017年以降】キャッシュカード・クレジットカードとしての利用の実現に向けて検討

▼【2016年１月以降順次】各種免許等における公的資格確認機能を持たせることを検討

交
付
申
請
受
付
開
始

マイナポータルの構築

【 2017年１月から順次】
マイナポータルの運用開始
・国民年金保険料のワンクリック免除申請
・医療費通知を活用した医療費控除申告手続きの簡素化
・税・社会保険料のクレジットカード納付
・e-Taxやねんきんネット、民間サービスとの連携
・電子私書箱機能を活用したワンストップサービス（引越・死亡等のライフイベントなど）の提供
・テレビ・スマートフォン等利用チャネル拡大

【2017年１月から順次】
情報提供等記録開示システムの運用開始

（情報提供等記録の確認・自己情報表示・プッシュ型お知らせサービス）

▼【 2018年を目途】特定健診データを個人が電子的に把握・利用可能に

▼【 2017年７月以降】子育てワンストップサービスの検討

★：マイナンバー法の
改正が必要なもの
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住民票、印鑑登録証明書、
戸籍謄本のコンビニ交付

公的資格証明
⇒公的資格管理の適正化

国家公務員、独立行政法人、国立大学法人
などの職員のICカード身分証

（１月～）

民間企業の社員証
民間のポイントカード

（４月以降）

個人番号カード
ＩＣチップの活用

個人番号カード
公的個人認証の活用
⇒イノベーションの鍵

個人番号カードをデビッドカード、クレジットカード、キャッシュカード、ポイントカード、診察券などとして利用

⇒ワンカード化の促進 ⇒スマホ等のデバイスにダウンロードして代用できるよう研究･関係者との協議のうえ実現

マイナポータルを構築

選挙制度の見直し

選挙の公正確保のため
の技術的課題の克服

健康保険証オンライン資格確認（４月目途）

⇒個人番号カードを健康保険証として利用

ＩＣチップの民間開放
（４月）

公的個人認証の
民間開放（1月～）

地方税、年金保険料の納付
ふるさと納税

番号制度見直し
（利用範囲の拡大）

カジノ入館規制

タバコや酒の自販機で年齢確認に利用に向けて関係者と協議のうえ実現

個人番号カードと
医師免許との一体化

医療機関、介護施設等の間での医療・介護･健康情報の管理・連携
⇒無駄のない、高品質な医療の実現、ビッグデータの活用で医学に貢献

死亡ワンストップサービスの実現
⇒予め本人が登録した事業者等と死亡情報を共有し、相続手続等を円滑化

認証連携／トラストフレームワーク
⇒確定申告に必要な書類の
電子交付・電子保存推進
⇒e-Tax、ねんきんネットとの間の
シングルサインオン

国税･地方税
電子申告・納税

個人番号カードと教員免
許との一体化

⇒教員資格の確認・更新
忘れ対策が容易に

2016（H28）年 2017(H29)年 2018(H30)年 2019(H31)年 2020（H32)年

在外邦人が国政選挙に
ネットで投票可能に！

戸籍制度見直し

オリンピック会場
入館規制
（７・８月）

興行チケットや携帯電話（SIMカー
ド）の本人確認販売

⇒ダフヤ対策、セキュリティ対策

公金決済ポータル運用開始
⇒国税のクレジットカード納付開始（２月）

資格試験や入学試験の受験票として活用
⇒替え玉受験対策

旅券制度の見直し

▽１０月：個人番号通知

▽１月：番号利用開始
個人番号カード交付開始

▽１月：国機関の情報連携・マイナポータル運用開始

▽7月：国・地方公共団体等を通じた情報連携開始

▽3月末：カード8,700万枚

マイナンバー制度利活用推進ロードマップ

▽3月末：カード1,000万枚

個人番号カードをお薬手帳として利用

在外邦人管理制度の創設

全国民が個人番号カードを保有できる

⇒すべての国民が安心安全に
ネット環境を利用できる権利を有
する世界最先端IT国家へ！

マイナンバー制度導入

社
会
保
障
・税
の
手
続
の
簡
素
化
・
利
便
性
向
上

個人番号カードもスマホも持たずに

予め本人確認のうえ登録した生体
情報で代用も可能に！

ワンカード化の促進 新技術にも対応したITイノベーション社会

安全安心な官民のオンラインサービスの拡充と利便性向上

安心安全にビッグデータ・パーソナルデータを利活用し、国民利益に還元する社会

オンラインショッピング、オンラインバンキング、ネット証券の認証に活用

税制改正

マイナポータル

個人番号カードを活用してCATVやデジタルテレビから
マイナポータルをはじめ、官民の様々なサービスを受けられるように！

個人番号カードと
運転免許証との一体化

学歴証明
（卒業証明書）

公的個人認証法の見直し

海外転出者に個人番号
カード（公的個人認証）の

継続利用を認める

住民票を有しない在留邦人
や訪日外国人に在外公館等
において個人番号カード交付

バーチャルレジデント
サービスの提供

年金保険料の
ワンクリック免除

証券振替業務など法律に基づき民間事業者が行う公共性の高い業務のう
ち利用するメリットの大きい事務へのマイナンバーの利用範囲拡大

国民が情報を管理される社会から、国民が自己情報を管理･コントロールする社会へ

個人番号カードの交付に
当たっては、厳格な本人
確認を行う必要があるこ
とから、

市町村職員の目視に加
え、

最新の顔認証システムを
補助的に活用する

情報提供ネットワークシステムを通じた
情報提供記録（ログ）の確認、自己情報

開示、プッシュ型お知らせサービス

情報提供等記録開示システム

医療費控除
の簡素化

2015年5月28日
自由民主党 政務調査会 IT戦略特命委員会

ﾏｲﾅﾝﾊﾞｰ利活用推進小委員会

公的個人認証電子証明書を

携帯電話･スマートフォン等
のSIMカードに搭載

37
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もっと詳しく知りたい方は

マイナンバーのホームページ
※英語、中国語、韓国語、スペイン語及びポルトガル語の５言語に対応！

http://www.cas.go.jp/jp/seisaku/bangoseido/index.html

をご覧ください。マイナンバー

38

ご不明な点はマイナンバーのコールセンター
（全国共通ナビダイヤル）
0570－20－0178 まで

●動画でみるマイナンバー制度
（一般向け＆事業者向け）

※ ナビダイヤルは通話料がかかります。
※ 平日9時30分～17時30分

(土日祝日・年末年始を除く)
※ 一部IP電話等で上記ダイヤルに繋がらない場合は、

０５０－３８１６－９４０５におかけください。

●マイナンバー導入チェックリスト
１枚紙（A4両面刷り）

※英語・中国語・韓国語・スペイン語・ポルトガル語対応は 0570－20－0291 におかけください。
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国民健康保険の見直しについて

平成２７年６月２６日
厚生労働省保険局国民健康保険課長

中村 博治

社会保障改革プログラム法（H25.10.15：提出 ⇒ H25.12.5：成立、 H25.12.13：公布）

平成26年の通常国会以降：順次、個別法改正案の提出

○ 平成２６年の通常国会では、医療法・介護保険法等の改正法案、難病・小児慢性特定疾病対策の法案、
次世代育成支援対策推進法等の改正法案、雇用保険法の改正法案を提出し、成立。

○ 平成２７年通常国会には、医療保険制度改革のための法案を提出し、成立。

社会保障制度改革国民会議（H24.11.30：第１回 ⇒ H25.8.6：報告書とりまとめ）

○ 社会保障制度改革国民会議（国民会議）は、社会保障制度改革推進法（改革推進法）（※1）に基づき、設置。
（設置期限：平成２５年８月２１日）

（※1）自民党、公明党、民主党の３党合意に基づく議員立法。平成２４年８月１０日成立、同２２日公布。

○ 改革推進法に規定された「基本的な考え方」、社会保障４分野（年金、医療、介護、少子化対策）に係る「改革の基本
方針」及び３党実務者協議でとりまとめた「検討項目」に基づき、１５名の有識者（清家篤会長）が２０回にわたり審議。

○ 政府は、国民会議における審議の結果等を踏まえて、法律の施行後１年以内（平成２５年８月２１日まで）に、必要な
法制上の措置を講ずることとされた。（改革推進法第４条）

⇒ 「『法制上の措置』の骨子」（H２５.８.２１：閣議決定）

○ 「『法制上の措置』の骨子」に基づき、社会保障制度改革の全体像・進め方を明示。

1

社会保障制度改⾰国⺠会議以降の流れ
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 第２章 国民健康保険の見直しについて



○増大する医療費 約４０兆円 （毎年約１兆円増加）

○少子高齢化の進展による現役世代の負担増

○国保の構造的な課題 （年齢が高く医療費水準が高い等）

H24国民医療費・・・前年比＋6,300億円
①入院医療費の増・・・約６割（3,800億円）
②75歳以上の医療費の増・・・約７割（4,300億円）
③医療の高度化による医療費の増

・・・がんの医療費の増(1,700億円)は医科医療費の増の３分の１

以下により、国民皆保険を将来にわたって堅持

①医療保険制度の安定化（国保、被用者保険）

②世代間・世代内の負担の公平化

③医療費の適正化
・病床機能の分化・連携、入院医療の適正化、
地域包括ケアの推進

・予防・健康づくりの推進、ＩＣＴの活用
・後発医薬品の使用促進

給付費・・・後期高齢者は若人の約５倍

１．改革の背景 ２．改革の方向性

（兆円）

国民医療費

後期高齢者医療費

4.1 
5.9 

8.9 
11.2 11.7 11.7 11.7 11.6 11.6 11.3 11.3 11.4 12.0 12.7 13.3 13.7 

14.2兆円

（前年比3.7%）
16.0

20.6

27.0
30.1 31.1 31.0 31.5 32.1 33.1 33.1 34.1 34.8 36.0 37.4 38.6 39.2 

40.1兆円

（前年比2.2%）

0.0

10.0

20.0

30.0

40.0

50.0
国民医療費の推移 後期高齢者と若人の一人当たりの給付費

85万円／年

16万円／年

平成24年度の一人当たり給付費実績

約５倍

若人

後期高齢者

医療保険制度改革の背景と方向性

（実績見込み）

（実績見込み）

2

【施行期日】 平成30年4月1日（４①は公布の日（平成27年５月29日）､2は公布の日及び平成29年4月1日､３及び４②～④は平成28年4月1日）

１．国民健康保険の安定化
○国保への財政支援の拡充により、財政基盤を強化 (27年度から約1700億円､29年度以降は毎年約3400億円)

○平成30年度から、都道府県が財政運営の責任主体となり、安定的な財政運営や効率的な事業の確保等の
国保運営に中心的な役割を担い、制度を安定化

２．後期高齢者支援金の全面総報酬割の導入
○被用者保険者の後期高齢者支援金について、段階的に全面総報酬割を実施

(現行:1/3総報酬割→27年度:1/2総報酬割→28年度:2/3総報酬割→29年度:全面総報酬割)

３．負担の公平化等
①入院時の食事代について、在宅療養との公平等の観点から、調理費が含まれるよう段階的に引上げ

(現行:1食260円→28年度:1食360円→30年度:1食460円。低所得者､難病･小児慢性特定疾病患者の負担は引き上げない)

②特定機能病院等は、医療機関の機能分担のため、必要に応じて患者に病状に応じた適切な医療機関を紹介する等
の措置を講ずることとする（紹介状なしの大病院受診時の定額負担の導入）

③健康保険の保険料の算定の基礎となる標準報酬月額の上限額を引き上げ (121万円から139万円に)

４．その他
①協会けんぽの国庫補助率を｢当分の間16.4％｣と定めるとともに､法定準備金を超える準備金に係る国庫補助額の

特例的な減額措置を講ずる

②被保険者の所得水準の高い国保組合の国庫補助について、所得水準に応じた補助率に見直し
(被保険者の所得水準の低い組合に影響が生じないよう、調整補助金を増額)

③医療費適正化計画の見直し、予防･健康づくりの促進
･都道府県が地域医療構想と整合的な目標(医療費の水準､医療の効率的な提供の推進)を計画の中に設定
･保険者が行う保健事業に、予防･健康づくりに関する被保険者の自助努力への支援を追加

④患者申出療養を創設 (患者からの申出を起点とする新たな保険外併用療養の仕組み)

持続可能な社会保障制度の確立を図るための改革の推進に関する法律に基づく措置として、持続可能な医療保険制度を構築するため、
国保をはじめとする医療保険制度の財政基盤の安定化、負担の公平化、医療費適正化の推進、患者申出療養の創設等の措置を講ずる。

持続可能な医療保険制度を構築するための国民健康保険法等の一部を改正する法律の概要
（平成27年５月27日成立）

3
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① 年齢構成が高く、医療費水準が高い
・ 65～74歳の割合：国保（３２．５％）、健保組合（２．６％）
・ 一人あたり医療費：国保（３１．６万円）、健保組合（１４．４万円）

② 所得水準が低い
・ 加入者一人当たり平均所得：国保（８３万円）、健保組合（２００万円（推計））
・ 無所得世帯割合：２３．３％

③ 保険料負担が重い
・加入者一人当たり保険料／加入者一人当たり所得

市町村国保（９．９％）、健保組合（５．３％） ※健保は本人負担分のみの推計値

④ 保険料（税）の収納率低下
・収納率：平成１１年度 ９１．３８％ → 平成２５年度 ９０．４２％
・最高収納率：９４．９５％（島根県） ・最低収納率：８６．２０％（東京都）

⑤ 一般会計繰入・繰上充用
・市町村による法定外繰入額：約３,９００億円 うち決算補てん等の目的 ：約３,５００億円、

繰上充用額：約１，０００億円（平成２５年度）

⑥ 財政運営が不安定になるリスクの 高い小規模保険者の存在
・１７１６保険者中３０００人未満の小規模保険者 ４５８ （全体の１／４）

⑦ 市町村間の格差
・ 一人あたり医療費の都道府県内格差 最大：3.3倍（東京都） 最小：1.2倍（栃木県）
・ 一人あたり所得の都道府県内格差 最大：14.6倍（北海道） 最小：1.3倍（福井県）
・ 一人当たり保険料の都道府県内格差 最大：3.0倍（長野県）※ 最小：1.4倍（富山県）
※東日本大震災による保険料（税）減免の影響が大きい福島県を除く。

１．年齢構成

２．財政基盤

３．財政の安定性・市町村格差

① 国保に対する財政支援の拡充

② 国保の運営について、財政支援
の拡充等により、国保の財政上の
構造的な問題を解決することとし
た上で、

・ 財政運営を始めとして都道府県

が担うことを基本としつつ、

・ 保険料の賦課徴収、保健事業の

実施等に関する市町村の役割が

積極的に果たされるよう、
都道府県と市町村との適切な役割
分担について検討

③ 低所得者に対する保険料軽減措
置の拡充

市町村国保が抱える構造的な課題と
社会保障制度改革プログラム法における対応の方向性

4

財政安定化支援事業

50％ 50％

○普通調整交付金（７％）

市町村間の財政力の不均衡
等（医療費、所得水準）を調整
するために交付。

○特別調整交付金（２％）

画一的な測定方法によって、
措置できない特別の事情（災
害等）を考慮して交付。

調整交付金（国）

（９％）※１

7,900億円

調整交付金（国）

（32％） ※１

24,200億円

定率国庫負担

公費負担額

国 計 ： 34,300億円

都道府県計： 11,800億円

市町村計： 1,800億円

市町村への地方財政措置：1,000億円

○ 高額な医療費（１件80万円超）の発生

による国保財政の急激な影響の緩和を

図るため、市町村国保からの拠出金を

財源に、都道府県単位で負担を共有

事業規模：3,360億円
※ 国と都道府県は１/４ずつ負担

高額医療費共同事業

医療給付費等総額： 約115,000億円

保険料

（30,400億円）

○ 低所得者の保険料軽減分を公費で
支援。
事業規模： 4,620億円

（都道府県 3/4、市町村 1/4）

○ 低所得者数に応じ、保険料額の一定

割合を公費で支援
事業規模： 2,640億円
（国 1/2、都道府県 1/4、市町村 1/4）

都道府県
調整交付金

（９％） ※１

6,800億円

保険財政共同
安定化事業○ 国保間の保険料の平準化、財政の

安定化を図るため、都道府県内の国

保の医療費について、各国保からの

拠出金を財源として、都道府県単位で

負担を共有

保険財政共同安定化事業

※１ それぞれ保険給付費等の９％、32％、９％の割合を基本とするが、定率国庫負担等のうち一定額について、財政調整機能を強化する観点から国の調整交付金に振りかえる等の法律上の措置がある
※２ 平成２５年度決算（速報値）における決算補填等の目的の一般会計繰入の額
※３ 退職被保険者を除いて算定した前期高齢者交付金額であり、実際の交付額とは異なる

前期高齢者交付金

○国保・被用者保険の65歳か
ら74歳の前期高齢者の偏在
による保険者間の負担の不
均衡を、各保険者の加入者数
に応じて調整。

前期高齢者交付金

35,600億円
※３

国保財政の現状

保険料軽減制度

保険者支援制度

保険者支援制度

保険料軽減制度

高額医療費共同事業

法定外一般会計繰入

約3,500億円 ※２

（平成27年度予算ベース）
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科 目 平成24年度 平成25年度（見込み）

単
年
度
収
入

保 険 料 (税) 30,634 31,078 

国 庫 支 出 金 32,757 32,989 
療養給付費交付金 7,755 7,319 
前期高齢者交付金 32,189 33,474 
都道府県支出金 10,570 10,651 
一般会計繰入金 (法定分) 4,230 4,220 
一般会計繰入金 (法定外) 3,882 3,899 
共同事業交付金 15,331 15,453 
直診勘定繰入金 1 1 
そ の 他 414 437 

合 計 137,762 139,521

単
年
度
支
出

総 務 費 1,835 1,826 
保 険 給 付 費 92,149 93,025 
後期高齢者支援金 17,442 18,206 
前期高齢者納付金 19 19 
老人保健拠出金 3 1 
介 護 納 付 金 7,407 7,790 
保 健 事 業 費 1,018 1,041 
共同事業拠出金 15,317 15,436 
直診勘定繰出金 46 48 
そ の 他 1,954 1,923 

合 計 137,188 139,315

単年度収支差引額（経常収支） 574 206

国庫支出金精算額 ▲94 199 

精算後単年度収支差引額 (A) 480 405 

決算補填等のための一般会計繰入金 (B) 3,534 3,544

実質的な単年度収支差 （A）-（B） ▲3,053 ▲3,139 

前年度繰上充用金（支出） 1,190 984

（出所）国民健康保険事業年報、国民健康保険事業実施状況報告書
（注１）前期高齢者交付金、後期高齢者支援金、前期高齢者納付金及び老人保健拠出金は、当年度概算額と前々年度精算額を加えたもの。
（注２）「決算補填等のための一般会計繰入金」とは、収入の「一般会計繰入金（法定外）」のうち決算補填等を目的とした額。
（注３）翌年度に精算される国庫負担等の額を調整。
（注４）決算補填等のための一般会計繰入金（Ｂ）は、平成21年度から東京都財政調整交付金分を含めた計算となっている。

市町村国保の収支状況

（億円）

6

（出所）国民健康保険事業年報、国民健康保険事業の実施状況報告、国民健康保険実態調査報告
（注１）一般会計繰入額（法定外）は、定率負担等の法定繰入分を除いたものである。
（注２）一人当たり負担率は、一人当たり保険料（税）調定額を一人当たり旧ただし書き所得で除したものである。

（円）

○ 平成25年度の１人当たり繰入金が１万円を超えるのは、茨城、埼玉、東京、神奈川、愛知、大阪、福岡、熊本、鹿児島、沖縄。

そのうち、埼玉、東京、神奈川、愛知の保険料負担率は平均（14.3％）よりも低く、茨城、大阪、福岡、熊本、鹿児島、沖縄の保険料負担率は平均よりも高い。

１人当たりの一般会計からの決算補填等目的の法定外繰入（都道府県別状況）
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H23 一人当たり一般会計繰入金（法定外）

H24 一人当たり一般会計繰入金（法定外）

H25 一人当たり一般会計繰入金（法定外）

H25 １人当たり負担率

一人当たり保険料負担率平均：14.3％
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50.1 50.1

41.2 41.9 42.8 42.4 41.8

0%

10%
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30%

40%

50%

60%

70%

80%
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100%

昭和60年 平成14年 平成15年 平成16年 平成17年 平成18年 平成19年 平成20年 平成21年 平成22年 平成23年 平成24年

被保険者数

1万人以上

被保険者数

5000人以上

1万人未満

被保険者数

3000人以上

5000人未満

被保険者数

3000人未満

606保険者

1005保険者

217保険者

629保険者

325保険者

364保険者

909保険者

872保険者

761保険者

797保険者

840保険者

（注）国民健康保険実態調査による。

717保険者

348保険者

222保険者

430保険者

851保険者

市町村国保の課題 小規模保険者の存在

○市町村合併の進展により、小規模保険者は平成17年度から平成19年度にかけて減少した。
○しかし、平成20年度に後期高齢者医療制度の発足により、小規模保険者が再び増大した。
○今後、市町村合併が一段落した中で、急激な人口減少が見込まれており、小規模保険者の増加が避けられない見込
みである。

8

226
(13.4)

370
(22.0)

225
(13.4)

230
(13.7)

682
(40.5)

639
(38.0)

468
(27.8)

375
(22.3)

82
(4.9)

69
(4.1)

0% 50% 100%

平成22（2010）年

平成52（2040）年

【出所】国立社会保障・人口問題研究所 『日本の地域別将来推計人口（平成25年3月推計）』

注１）グラフ中の数字は自治体数、カッコ内の数字は1,683市区町村に占める割合（％）。

対象となる自治体は、2013年3月1日現在の1,683市区町村であり、県全体について将来人口を推計した福島県内の市町村は含まない。

注２）割合については四捨五入して表記したため合計が100にならないことがある。

5千人未満 5千～1万人 1～5万人 5～30万人 30万人以上

【参考】 平成22年(2010年)と平成52年(2040年)における

総人口の規模別にみた市町村数と割合 （推計）

○ 平成52年（2040年）には、５分の１以上の自治体で総人口が５千人未満になる。

（国立社会保障・人口問題研究所「日本の地域別将来推計人口」（平成25年３月推計））
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保険者別１人当たり保険料（税）調定額 都道府県別１人当たり
保険料（税）調定額最 大 最 小 格差 順位

北 海 道 猿払村 148,439三笠市 58,322 2.5倍 83,945 20

青 森 県 平内町 95,531深浦町 54,968 1.7倍 78,373 35

岩 手 県 矢巾町 84,347陸前高田市 37,400 2.3倍 70,188 44

宮 城 県 栗原市 92,353女川町 36,685 2.5倍 73,287 42

秋 田 県 大潟村 138,740小坂町 53,421 2.6倍 75,867 38

山 形 県 山形市 100,071西川町 61,466 1.6倍 86,578 13

福 島 県 玉川村 84,788葛尾村・川内村 0 - 67,488 46
茨 城 県 境町 103,245常陸大宮市 61,388 1.7倍 82,093 24

栃 木 県 上三川町 124,878那珂川町 72,726 1.7倍 89,203 6

群 馬 県 榛東村 109,324上野村 56,626 1.9倍 86,065 15

埼 玉 県 川島町 97,359小鹿野町 54,838 1.8倍 83,835 21

千 葉 県 富津市 101,827成田市 65,016 1.6倍 86,004 16

東 京 都 千代田区 120,724三宅村 40,953 2.9倍 84,866 17

神 奈 川 県 南足柄市 110,942座間市 71,519 1.6倍 90,424 4

新 潟 県 粟島浦村 89,101糸魚川市 57,329 1.6倍 79,704 31
富 山 県 南砺市 94,640氷見市 73,706 1.3倍 86,808 12
石 川 県 加賀市 103,492珠洲市 74,085 1.4倍 90,487 3
福 井 県 美浜町 95,804池田町 55,931 1.7倍 86,386 14

山 梨 県 富士河口湖町 108,757丹波山村 58,101 1.9倍 88,041 9

長 野 県 山形村 99,396大鹿村 34,690 2.9倍 75,893 37

岐 阜 県 美濃市 105,184飛騨市 68,128 1.5倍 90,698 2

静 岡 県 御前崎市 102,386川根本町 60,763 1.7倍 92,340 1

愛 知 県 南知多町 100,050東栄町 49,728 2.0倍 88,440 7

三 重 県 朝日町 113,768大紀町 55,722 2.0倍 87,701 10

保険者別１人当たり保険料（税）調定額 都道府県別１人当たり
保険料（税）調定額最 大 最 小 格差 順位

滋 賀 県 栗東市 107,064甲良町 63,994 1.7倍 88,104 8

京 都 府 長岡京市 91,250伊根町 51,960 1.8倍 80,770 27

大 阪 府 岬町 96,365田尻町 70,024 1.4倍 80,554 29

兵 庫 県 猪名川町 95,951養父市 59,858 1.6倍 81,027 26

奈 良 県 生駒市 102,797下北山村 45,273 2.3倍 82,744 23

和 歌 山 県 上富田町 98,033古座川町 43,143 2.3倍 78,786 34

鳥 取 県 鳥取市 84,804智頭町 43,400 2.0倍 78,838 33

島 根 県 松江市 90,638津和野町 63,031 1.4倍 82,791 22

岡 山 県 瀬戸内市 89,362鏡野町 57,386 1.6倍 81,916 25

広 島 県 安芸高田市 93,338神石高原町 57,062 1.6倍 87,159 11

山 口 県 萩市 101,987上関町 61,898 1.6倍 90,359 5

徳 島 県 鳴門市 90,392つるぎ町 57,603 1.6倍 80,743 28

香 川 県 多度津町 95,368小豆島町 66,474 1.4倍 84,513 19

愛 媛 県 四国中央市 86,641愛南町 54,226 1.6倍 75,586 39

高 知 県 馬路村 91,740仁淀川町 45,261 2.0倍 74,956 41

福 岡 県 広川町 88,471添田町 50,727 1.7倍 75,106 40

佐 賀 県 神埼市 97,610玄海町 67,080 1.5倍 84,656 18

長 崎 県 雲仙市 82,621五島市 54,481 1.5倍 71,869 43

熊 本 県 あさぎり町 97,622津奈木町 55,218 1.8倍 79,194 32

大 分 県 竹田市 94,668姫島村 46,413 2.0倍 79,888 30

宮 崎 県 新富町 90,285椎葉村 56,983 1.6倍 77,492 36

鹿 児 島 県 中種子町 81,901伊仙町 35,264 2.3倍 69,753 45

沖 縄 県 北谷町 69,203伊平屋村 28,591 2.4倍 53,974 47

（※）平成２４年度 国民健康保険事業年報を基に作成

（注１） 保険料（税）調定額には介護納付金分を含んでいない。
（注２） 被保険者数は３～２月の年度平均を用いて計算している。
（注３） 東日本大震災により保険料（税）が減免されたため、1人当たり保険料調定額が小さくなっている保険者がある

福島県を除くと東京都の格差が最大となる。

１人当たり保険料（税）全国平均：82,744円

市町村国保の課題 保険料負担の市町村格差 <一人当たり保険料>
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保険者別１人当たり医療費 都道府県別
１人当たり医療費最 大 最 小 格差 順位

北 海 道 初山別村 543,834別海町 228,478 2.4倍 353,697 13

青 森 県 佐井村 351,020大間町 232,841 1.5倍 295,626 39

岩 手 県 釜石市 391,697野田村 265,072 1.5倍 323,487 27

宮 城 県 山元町 370,305大衡村 268,509 1.3倍 326,119 24

秋 田 県 上小阿仁村 408,748大潟村 227,029 1.8倍 340,297 18

山 形 県 山辺町 384,824最上町 268,538 1.4倍 322,989 28

福 島 県 楢葉町 415,195西郷村 264,223 1.6倍 319,157 31

茨 城 県 北茨城市 331,791鉾田市 238,466 1.4倍 273,408 46

栃 木 県 日光市 308,885益子町 252,141 1.2倍 284,464 44

群 馬 県 南牧村 518,634昭和村 231,183 2.2倍 291,317 41

埼 玉 県 東秩父村 324,925戸田市 260,716 1.2倍 287,665 42

千 葉 県 長南町 363,509旭市 239,237 1.5倍 283,246 45

東 京 都 利島村 495,266小笠原村 160,469 3.1倍 285,233 43

神 奈 川 県 山北町 348,551大井町 271,417 1.3倍 297,302 38

新 潟 県 阿賀町 409,241湯沢町 254,130 1.6倍 323,939 26

富 山 県 朝日町 382,183高岡市 330,010 1.2倍 341,784 17

石 川 県 宝達志水町 419,263野々市市 328,098 1.3倍 360,345 12

福 井 県 美浜町 403,483おおい町 275,538 1.5倍 338,029 20

山 梨 県 早川町 447,897西桂町 243,983 1.8倍 298,777 37

長 野 県 天龍村 408,869平谷村 163,345 2.5倍 303,819 35

岐 阜 県 七宗町 373,560輪之内町 261,037 1.4倍 313,620 33

静 岡 県 河津町 343,384清水町 269,031 1.3倍 298,818 36

愛 知 県 豊根村 414,535田原市 234,477 1.8倍 292,079 40

三 重 県 紀北町 396,653度会町 273,513 1.5倍 320,469 30

保険者別１人当たり医療費 都道府県別
１人当たり医療費最 大 最 小 格差 順位

滋 賀 県 野洲市 338,064甲良町 284,125 1.2倍 312,211 34

京 都 府 笠置町 389,910京丹後市 297,787 1.3倍 325,233 25

大 阪 府 岬町 400,478泉南市 276,134 1.5倍 329,224 22

兵 庫 県 相生市 391,432豊岡市 292,729 1.3倍 332,525 21

奈 良 県 上北山村 506,833下北山村 262,432 1.9倍 316,103 32

和 歌 山 県 北山村 411,148みなべ町 233,404 1.8倍 321,692 29

鳥 取 県 境港市 417,904北栄町 308,933 1.4倍 338,265 19

島 根 県 川本町 526,676隠岐の島町 334,513 1.6倍 383,023 2

岡 山 県 高梁市 416,813新庄村 301,658 1.4倍 364,296 10

広 島 県 大崎上島町 460,744福山市 335,626 1.4倍 373,288 6

山 口 県 上関町 473,445下松市 351,506 1.3倍 387,180 1

徳 島 県 上勝町 462,579藍住町 314,248 1.5倍 367,196 9

香 川 県 直島町 423,626宇多津町 323,419 1.3倍 381,664 3

愛 媛 県 久万高原町 432,920宇和島市 304,112 1.4倍 342,563 16

高 知 県 大豊町 465,450四万十市 305,177 1.5倍 363,076 11

福 岡 県 豊前市 446,169新宮町 296,336 1.5倍 343,734 15

佐 賀 県 江北町 435,359玄海町 302,853 1.4倍 372,102 7

長 崎 県 長崎市 424,395小値賀町 288,883 1.5倍 374,159 5

熊 本 県 水俣市 481,638小国町 277,154 1.7倍 344,013 14

大 分 県 津久見市 438,092姫島村 312,123 1.4倍 376,407 4

宮 崎 県 美郷町 408,583都農町 275,221 1.5倍 328,134 23

鹿 児 島 県 いちき串木野市 455,675与論町 231,605 2.0倍 369,295 8

沖 縄 県 渡名喜村 395,398座間味村 162,343 2.4倍 268,473 47

１人当たり医療費 全国平均：315,856円

（※） ３～２月診療ベースである。
（出所）国民健康保険事業年報

市町村国保の課題 保険料負担の市町村格差 <一人当たり医療費>
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